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要旨

戦後わが国の外食産業の発展の要因の一つとして，「核家族」化の進行を挙げる論者が少なくない。しかしな

がら，これらの指摘は，一方における外食産業の発展と，他方における「核家族」化の進展とを，並べて指摘

しただけのことであり，両者の因果関係をよく説明したものであるとは言い難いものである。

そこで，「核家族」化の進展が外食産業の発展の要因だとする場合には，「核家族」という存在は，他の家族

形態と比べて，外食消費の水準がかなりの程度に高いということが立証されていなくてはならないものと考え

るところである。

本稿は，総務省「家計調査」結果を分析することを通して，「核家族」では，「外食」消費が他の家族と比べ

て多額のものであるかどうかを見定めてみようというものである。

その結果をあらかじめ指摘すれば，「核家族」であるからとしてそのことだけで外食消費が高揚するものだと

は言い難いことが立証されるのである。

Abstract

Manyresearchersafhrmthatthetrendofnuclearfamiliesincreasinghasledtothedevelopmentofthefood

serviceindustryinpostwarJapan．InmanyCaSeS，however，theseassertionsmerelystatethatthedevelopmentof

thefoodserviceindustryandtheincreasingtrendoccurtogetherwithoutthorough1yexplainingtherelationship

betweenthesetwophenomena．ResearchhasnotbeenconductedtoveribTthatnuclearfamilieseatoutmorethan

othertypesoffamilies．

Thisarticleinvestigatesnuclearfamilies’actualrateofeatingoutbyanalyzingthefamilyincomeandexpenditure

surveyconductedbytheMinistryofInternalA飴irsandCommunications・Asaresultoftheinvestigation，itwas

confirmedthatnuclearfami1iesdonotnecessarilyeatmoremealsoutsidetheirhomesthanothertypesoffamiliesdo・
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第一章　外食消費の拡大と「核家族」

世帯

戦後社会において，人々の食生活は，家庭内食

生活が中心であった時代から，次第と外食生活へ

の依存を拡大する方向で推移して，家庭内食生活

と外食生活との二つの食生活領域を構成するよう

に変化していった。

この変化の要因については，様々に語られ様々

に分析されてきたところである。代表的な論者に

ある程度共通する主要な要因とするところを挙げ

れば，第一に，世帯の所得の増大ということであ

る。第二に，世帯構造の変化である。第三に，女

性の社会的な進出を挙げるものである。また，こ

れらの消費者側すなわち需要サイドの要因を指摘

するだけではなく，供給者側すなわち外食提供事

業者の技術革新の進展やその成果に注目する議論

ももちろんある。

本稿では，これら様々に議論されている外食生

活拡大の要因を挙げる諸説の中から，上の第二の

議論，すなわち世帯構造の変化に着目してみるも

のである。そして，この世帯構造の変化という事

態についても，さらに様々な指摘がありうる。代

表的には，次の三つである。

一つは，「核家族化の進行」といわれるところ

のものである。二つは，「単身者世帯の増加」を

指摘するものである。三つは，世帯構成全体をと

らえて「世帯の小月教化」を指摘するものである。
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これらの説は，それぞれにもっともらしく流布

されているのであるが，しかしながら，これらの

説にデータに基づいた論拠を求めるということは，

実は殆んどなされていないというのが実情である。

いわば，これらの諸説は，仮説の提示にとどまる

というのが真相であり，これらの仮説が論証され

るということは，これまで果たされていないのが

実情である。

そこで，本稿では，最も頻繁に最も多くの論者

によって提起されてきた「核家族化」という要因

を取り上げて，このことが本質的に外食社会の拡

充に大きく寄与したところの社会要因であったの

かどうかということを検証してみたいとするもの

である（注1）。

なおあらかじめ確認しておけば，社会科学の常

として，理系の法則確認のように，実験装置を用

意して他の要素を一切排除して当該法則だけを抽

象的に抜き出して観察しうるわけではない。社会

の現実の一部をその社会的紐帯を随伴したままで

観察に供するほかに手はないのである。しかしな

がら，そうであるにしても，ある程度の大量観察

ないしある程度の時系列観察が果たされれば，そ

の観察結果が指し示すところは，相当に説明力の

あるところであると認めることができるであろう。

また，実際そのようなものとして社会科学は進展

するのである。

本稿が目論むところを，改めて述べる次のよう

である。

戦後社会は，人々の外食生活を拡大してきたが，

その主要な要因として「核家族化の進展」という

ことが指摘されてきた。しかしながら，この指摘

は，確かな論拠が提示されて説明されてきたもの

ではなく，その意味ではいわば単なる仮説の提示

にとどまるところのものである。

そこで，本稿では，ある程度の論拠を提示する

ことで，この説が妥当な説であるのかどうかとい



うことを検証しようというものである。

本稿が，論拠として用いる資料は，総務省「家

計調査」結果である。そして，あらかじめ，結論

の要諦とするところを述べておくと，実は，本稿

が示すところは，この仮説を棄却することである。

すなわち，多くの論者とは見解を異にして，「核

家族化」そのものは，外食生活の拡充に直接に寄

与するとする論拠は見当たらないということであ

る。あるいは，「核家族化」という現象は，外食

消費拡大の直接的な要因として指摘することは，

適切ではないということなのである。

第二章「家計調査」と「核家族」世帯

第一節「家計調査」にみる「核家族」世帯の

特別集計

わが国の消費の実態なり推移なりを確認する上

で最も広範に利用され最も有益な資料として，総

務省「家計調査」があることは言うまでもな

い（注2）0

「家計調査」結果は，よくアップツウデイトな

消費動向を説明するのに利用されているが，しか

し，その集計結果には，様々な角度からの特別集

計が施されている。そして，その特別集計表のな

かに，実は「核家族」を軸とした集計表も含まれ

ている。

「家計調査」結果の集計項目には，世帯の「消

費支出」，「食料」支出もあれば，その内訳として

の「外食」支出もある。したがって，「家計調査」

における「核家族」を軸とした集計結果を追跡し

分析することで，「核家族」世帯の「外食」支出

の特徴を検討することができるはずである。

もちろん，我々の目論みのためには，ある程度

の期間にわたる事態の推移の観察が必要である。

とはいえ，単年ごとに微細に分け入ることが必ず

しも有効であるわけでは無い。むしろ，大きな傾

「核家族」世帯の外食消費の構造分析

向を把握することが目的であるので，そうしたト

レンドを観察しやすいようにした取り出し方が求

められるところである。ここでは，「家計調査」

の結果を5年ごとに観察することとしたい。基準

年は，他の資料データとの接合の都合などを勘案

すると，「国勢調査」の実施年と合わせておくこ

とが賢明であろうと思料される。

そうしてみると，「家計調査」で「核家族」世

帯の特別集計が施されている年は，1980（昭和

55）年から2000（平成2）年までの20年間に限ら

れるところである。だが，20年間の追跡が果たさ

れるのであれば，とりあえず資料データの確保に

ついては，満足すべきところであろう。なにより，

この20年間は，少なくとも終盤の3年間ほどを除

くと外食市場規模が継続的に拡大を続けていた時

期であるので，掲題を検討する上では，相応しい

時期であるということができる（注3）。

さて，いよいよ「家計調査」結果の分析を企て

るのであるが，その結果を風上に載せる前に幾つ

かの前提条件の確認をしておかなければならない。

しばしば論者が混同するところなのであるが，

「家計調査」の基本集計表（基礎データ）には，

次のような二つのパターンがある。本稿でも基礎

データを混同するようなことは避けなくてはなら

ないので，確認をしておく。

「家計調査」の基本集計表には，「品目分類」と

「用途分類」がある。「核家族」世帯の集計が施さ

れているのは，「用途分類」集計表においてであ

る。したがって，以降特に断らない限り，データ

は「用途分類」集計表のものである（注4）。

また，「家計調査」の基本集計表には，「全世

帯」を対象とした集計表と「勤労者世帯」を対象

とした集計表がある。「核家族」世帯の集計が施

されているのは，「勤労者世帯」の集計表におい

てである。しかし，この点は，むしろ，相対的に

多様な世帯が混在する「全世帯」を対象とするよ

りも，相対的に均質な世帯となる「勤労者世帯」
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に限定させることで，「核家族」を要因変数とし

やすくするものであるということができる。した

がって，以降特に断らない限り，データは「勤労

者世帯」の集計である（注5）。

ちなみに，「家計調査」結果の原表においても，

以下の本稿においても，表記されている金額数値

は，世帯の1年間の支出金額ではなく，当該年平

均1か月間の支出金額数値である。

以上のようであるので，これから「核家族」に

ついて検討する際の集計表は，「用途分類」で，

「全国，勤労者世帯」の「年平均1ケ月間」の支

出額についてとりあげたものである。

なお，「家計調査」にいう「核家族とは，夫婦

のみまたは夫婦と未婚の子供のいる世帯をいう」

ことも碓記しておく（注6）。

第二節「家計調査」における「核家族」世帯

の特徴

「家計調査」結果から「核家族」を軸とした集

計表を用いて，「核家族」世帯の「外食」支出の

特徴を検討することが，当面の本稿の作業課題で

ある。しかしながら，その本来の作業課題に取り

かかる前に，「家計調査」における「核家族」世

帯の特徴を確認しておかなければならない。対象

世帯のプロフィールを知ることが必要である。

原表から関係数値の所在を確認し．抜き出し，

分析の盤上に乗るように加工する作業は，なかな

かに労力を要するところであるが，本稿では，こ

れらの作業プロセスを追跡して見せることは必要

なことではないであろう。その手順さえ確認でき

れば，「家計調査」結果もそこでの「核家族」世

帯の結果表も公開されているものであるから，誰

でも，追跡できるからである。

したがって，本稿で，提示する表の類は，原表

そのままの数値データである場合は少なく，多く

が加工処理されたものである。繰り返すが，この

加工工程は，単純な加減乗除の繰り返しであるか
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ら，誰でも作業に要する労を厭わなければ，迷わ

ずに辿り着けるものである（注7）。

ではいよいよ「家計調査」における「核家族」

世帯のプロフィールを紹介してみる。

「家計調査」では，各項目ごとの消費支出金額

を提示するとともに，調査世帯の属性についての

提示がある。

具体的には，その世帯の「世帯人数」，その世

帯の「有業人員数」，そしてその世帯の「世帯主

の平均年齢」である（注8）。

また，「核家族」世帯の集計表の集計軸に，そ

の世帯の「有業人員」が「1人」の場合，「2人」

の場合，そして「3人以上」の場合という区分が

ある。さらに，「有業人員」が「2人」の場合に

は，その内訳として有業世帯員が，世帯主とその

配偶者である場合，いわゆる共働き世帯である場

合の集計表も用意されている（注9）。

そこで，以下で，各調査年ごとに「核家族」世

帯の「世帯人数」，その世帯の「有業人員数」，そ

してその世帯の「世帯主の平均年齢」を抜き出す

のであるが，これらを表頭に掲げる際に，世帯の

「有業人員数」別区分を表側とすることが可能で

ある。

かくして，整序的に整理した表が，表1，表2，

および表3である。

表1は，世帯の「有業人員数」別に「勤労者世

帯」全体と「核家族世帯」の「平均世帯人員数」

を掲示している。

表2は，世帯の「有業人貞数」別に「勤労者世

帯」全体と「核家族世帯」の「平均有業人員数」

を掲示している。

表3は，世帯の「有業人貞数」別に「勤労者世

帯」全体と「核家族世帯」の「世帯主の平均年

齢」を掲示している。

これらによって，「家計調査」の対象たる「勤

労者世帯」全体と「核家族世帯」の特性を知るこ



とができる。

これらの世帯属性についての確認は，以降の分

析に際して効力を発揮することになるはずである。

なお，これらの表1，表2，および表3におい

て示される世帯特性の概略を述べると，以下のよ

うである。

まず，表1の世帯の「平均世帯人員数」では，

掲示した20年間に共通に，第一に，「勤労者世帯」

の全体平均の「世帯人員数」よりも，「核家族」

世帯の「平均世帯人員数」が少ないということで

ある。第二に，「核家族」のなかでもこれを「有

業人員3人以上」世帯の「平均世帯人員数」は，

世帯の全体平均の「世帯人員数」ならびに，「核

家族」世帯の平均の「世帯人員数」よりも，多い

ということである。

次に，表2の世帯の「平均有業人員数」では，

第一に，世帯の全体平均よりも，「核家族」世帯

の「平均有業人員数」が少ないということである。

「核家族」世帯の外食消費の構造分析

ただし，その差異は微少である。

続いて，表3の「世帯主の平均年齢」では，次

の2点が確認できる。第一は，全体平均の「世帯

主の平均年齢」は，常に「核家族」世帯の「世帯

主の平均年齢」をほんの少しであるが上回る。第

二に，各年とも，「世帯主の平均年齢」が若い順

に区分を挙げていくと，例外なく次のような区分

となる。すなわち，最も若い世帯区分は「核家

族」の「有業人員1人」であり，第2位は，「核

家族」の「有業人員2人」のうち「共働き」世帯

であるということであり，第3位は，「核家族」

の「平均」世帯であり，第4位は，「全体平均」

であり，第5位は，「核家族」の「有業人員2人」

の「平均」世帯であり，最後に第六位は，「核家

族」の「有業人員3人以上」の世帯である。

では，これらの点に注意して，検討に入ること

としよう。

表1「核家族」世帯の「世帯人員数」

1 98 0 19 8 5 19 9 0 19 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 3 ．8 3 3 ．7 9 3 ．7 0 3 ．58 3 ．4 6

核

家

族

平 均 3 ．6 0 3 ．5 5 3 ．5 0 3 ．39 3 ．3 2

有 業 人 員 1 人 3 ．5 9 3 ．5 2 3 ．4 8 3 ．3 5 3 ．2 6

有 業 人 員 2 人
計 3 ．5 6 3 ．5 3 3 ．4 4 3 ，34 3 ．2 9

共 働 き 3 ．5 7 3 ．5 4 3 ．4 5 3 ．3 4 3 ．2 8

有 業 人 員 3 人 ～ 3 ．9 5 3 ．8 6 3 ．8 5 3 ．7 9 3 ．7 7

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成

表2「核家族」世帯の「有業人員数」
（人）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 1 ．5 0 1 ．5 7 1 ．6 4 1 ．6 7 1 ．6 5

核

家

族

平 均 1 ．4 4 1 ．5 2 1 ．5 9 1 ．6 2 1 ．6 1

有 業 人 員 1 人 1 ．0 0 1 ．0 0 1 ．0 0 1 ．0 0 1 ．0 0

有 業 人 員 2 人
計 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ．0 0

共 働 き 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ．0 0 2 ，0 0

有 業 人 員 3 人 ～ 3 ．1 6 3 ．1 9 3 ．2 5 3 ．2 2 3 ．2 3

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成
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表3「核家族」世帯の「世帯主の平均年給」

19 8 0 1 9 85 19 9 0 1 99 5 2 0 00

昭 5 5 昭 60 平 2 平 7 平 12

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 4 1 ．7 43 ．1 4 4 ．5 4 5 ．6 4 6 ．2

核

家

族

平 均 4 1 ．4 4 2 ，9 4 4 ．2 4 5 ．2 4 5 ．6

有 業 人 員 1 人 3 9 ．7 4 0 ．9 4 1 ．8 4 2 ．8 4 3 ．4

有 業 人 員 2 人
計 4 2 ．8 4 4 ．3 4 5 ．2 4 6 ．0 4 6 ．3

共 働 き 4 0 ．9 4 2 ．2 4 3 ．2 4 4 ．0 4 3 ．9

有 業 人 月 3 人 ～ 5 3 ．2 5 2 ．4 5 3 ．5 5 3 ．9 54 ．3

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成

第三章「核家族」世帯の「消費支出」

本稿で注目する調査項目は，世帯の「消費支

出」，「食料」支出，「外食」支出の3項目である。

いうまでもなく，「食料」支出，「外食」支出は，

「消費支出」の内数であり，「外食」支出は，「食

料」支出の内数である。

ここで，以下で本稿が展開する分析のための手

順を示しておく。

まず，はじめに，各世帯の「消費支出」の動向

（1世帯当たり年平均1ケ月の「消費支出」）を観

察する。各世帯区分別の「消費支出」金額そのも

のと，「勤労者世帯」全体を「100．0」としたとき

の各世帯区分の指数とを掲示する。

次に，各世帯の「食料」支出の動向を観察する。

ここでは，さらに「消費支出」に占める「食料」

支出の割合，すなわち「エンゲル係数」を掲示し

て観察する。

そして，「外食」支出の動向を観察する。ここ

では，さらに「食料」支出に占める「外食」支出

の割合，すなわち「外食比率」と，「消費支出」

に占める「外食」支出の割合，すなわち「外食消

費支出」を掲示して観察するものである。

最後に，これらの観察結果から得られたところ

を再確認して，「核家族化」の動静が「外食消費」

工8

そのものに大きく寄与するものであるかというこ

とについての仮説を検証するものである。

ここでは，「核家族」世帯の世帯員1人当りの

年平均1か月当りの「消費支出」額を見てみる。

表4にその様子を一覧した。ここから，「核家族」

世帯において世帯員1人当りの「消費支出」額が

他の世帯と比較して特徴があるかどうかというこ

とと，同様に「夫婦共働き」の世帯における世帯

員1人当りの「消費支出」額について，特徴があ

るかどうかについて，検討してみる。

まず，データが存在する1980（昭和55）年から

2000（平成2）年までの20年間の5カ年すべての

年の「勤労者世帯」全体平均と「核家族」世帯と

を対照してみる。すると，全体平均での世帯員1

人当りの年平均1か月当り「消費支出」額を

100．0とする指数で，「核家族」世帯の平均は，

104台から106台の範囲にあることが示されている。

この結果においては，たしかに，「核家族」世帯

は，それ以外の世帯と比べて世帯員1人当りの

「消費支出」は，おおむね多そうだといえなくも

ないが，しかしながら，如何せんその轟離の程度

は大きくはなく，それが多いと言い切るには躊躇

するほどの程度である。

この点は，さらにまた，「核家族」世帯の中を，

「有業人員別」別にみると，「有業人員1人」の場

合における世帯員1人当りの年平均1か月当りの

「消費支出」額は，全体平均のそれを下回ってい
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表4「核家族」の世帯員1人当たり年平均1か月の「消費支出」

（勤労者世帯）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

実
数

円

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 6 2 1 7 4 7 5 5 8 5 8 6 5 7 8 9 1 2 9 6 8 9 0 2 8

核

家

族

平 均 6 4 9 1 4 7 9 6 9 3 9 1 2 4 4 9 6 5 8 3 9 4 6 9 8

有 業 人 員 1 人 6 1 9 7 1 7 5 1 4 8 8 5 9 1 9 9 1 5 2 5 8 9 0 6 9

有 業 人 員 2 人
計 6 8 9 4 7 糾 1 9 1 9 7 6 3 6 1 0 3 0 2 9 1 0 0 3 0 0

共 働 き 6 7 7 3 1 8 2 8 7 3 9 6 6 1 8 1 0 2 7 3 3 9 9 5 7 8

有 業 人 員 3 人 ～ 7 4 9 9 2 9 0 0 7 5 9 1 4 8 4 9 3 7 0 3 9 7 6 8 7

指

数

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0

核

家

族

平 均 1 0 4 ．4 1 0 5 ．4 1 0 5 ．4 1 0 5 ．8 1 0 6 ．4

有 業 人 員 1 人 9 9 ．7 9 9 ．4 9 9 ．2 1 0 0 ，3 1 0 0 ．0

有 業 人 員 2 人
計 1 1 0 ．9 1 1 1 ．4 1 1 2 ，8 1 1 2 ．9 1 1 2 ．7

共 働 き 1 0 8 ．9 1 0 9 ．6 1 1 1 ，6 1 1 2 ，5 1 1 1 ．9

有 業 人 員 3 人 ～ 1 2 0 ．6 1 1 9 ．2 1 0 5 ．7 1 0 2 ．6 1 0 9 ．7

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯．用途分類）より作成

る年も多いのである。具体的には，全体平均を

100．0とした指数で，1980（昭和55）年，1985

（昭和60）年，1990（平成2）年では，全体平均

を僅かであるが下回り，1995（平成7）年では，

僅かに上回り，2000（平成12）年では，全体平均

とほとんど同額である。したがって，「核家族」

世帯であるからといって，常に世帯員1人当り

「消費支出」額が全体平均と比べて多いとは限ら

ないのである。

続いて，「夫婦共働き」の世帯における世帯員

1人当りの年平均1か月当りの「消費支出」額に

ついて，他の世帯と比べて特徴があるかどうかに

ついて，検討してみる。

まず，全体平均の世帯員1人当り「消費支出」

額と「共働き」世帯のそれとを対照してみる。そ

うすると，全体平均の世帯員1人当り「消費支

出」額を100．0とする指数で，「共働き」世帯のそ

れは全体平均のそれをおおむね1害＝まど上乗せし

ている数値である。具体的は，1980（昭和55）年

108．9，1985（昭和60）年109．6，1990（平成2）

年111．6，1995（平成7）年112．5，そして2000

（平成12）年111．9である。全体平均を常に上回る

とはいえる。

しかしながら，この点は，さらにまた，「夫婦

共働き」世帯を含む「有業人員2人」世帯の世帯

員1人当り「消費支出」額をみると，実は，「夫

婦共働き」世帯に限った世帯員1人当り「消費支

出」額の方が，「有業人員2人」世帯のそれより

も，ほんの僅かではあるが常に下回っているので

ある。具体的は，「有業人員2人」世帯の世帯員

1人当り「消費支出」額は，全体平均を100．0と

した指数で，1980（昭和55）年110．9，1985（昭

和60）年111．4，1990（平成2）年112．8，1995

（平成7）年112．9，そして2000（平成12）年

112．7である。

この結果は，察するに，「夫婦共働き」の場合

には，一方の就業形態が臨雇形態（いわゆるパー

ト・アルバイト雇用形態）であるものの場合が相

対的に多く，「夫婦共働き」以外の「有業人員2

人」の場合の方が，その割合が相対的に低いとい

う事情を類推することができる。

なお，参考までに，「有業人員3人以上」の世

帯についても見ておくと，「有業人員3人以上」

世帯の世帯貞1人当り「消費支出」額は，全体平

I9
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均のそれと比べればこそ幾分多いのであるが，

「有業人員2人」の場合と比べると，1990（平成

2）年以降では．「有業人貞2人」世帯の世帯貞

1人当り「消費支出」額の方が，「有業人員3人

以上」世帯のそれを上回るのである。

それはともかくとして，以上の検討してきたこ

とを改めて確認しておくと，「核家族」世帯とい

ってもその世帯の「有業人員」数の相違により相

違がみられるのであり，世帯員1人当り「消費支

出」額の多寡を論ずる上で，「核家族」世帯であ

るかどうかということが，一つの決定的な要因と

なっているということはいえないということであ

る。また，「夫婦共働き」世帯であるかどうかと

いうことについても，同様とするところである。

第四章「核家族」世帯の「食料」支出

第一節「核家族」世帯の「食料」支出

ここでは，「核家族」世帯の世帯員1人当りの

年平均1か月当りの「食料」支出額を検討して，

20

「核家族」世帯において世帯員1人当り「食料」

支出額が他の世帯と比較して特徴があるかどうか

ということと，同様に「夫婦共働き」の世帯にお

ける世帯員1人当り「食料」支出額について，特

徴があるかどうかについて，議論を進める。

表5は，「核家族」の世帯員1人当たり年平均

1か月の「食料」支出をみたものである。

表5によると，まず，全体平均での世帯員1人

当りの年平均1か月当り「消費支出」額を100．0

とする指数で，「核家族」世帯のそれと対照する

と，1980（昭和55）年から2000（平成2）年まで

の20年間の5カ年すべての年において，「核家族」

世帯のそれが全体平均を僅かに上回り，103．9か

ら105．0の間にある。その差は，微少でありほと

んど差異は見られないといってもよいほどである。

また，「核家族」世帯のなかを「有業人員別」

にみても，「有業人員」が「1人」の場合でも，

「2人」の場合でも，「3人以上」の場合でも，

2000（平成2）年の「有業人貞」が「2人」の場

合の110．1を除くと，すべての場合で，すべての

年で全体平均から10ポイント以上の索離をするこ

表5　「核家族」の世帯員1人当たり年平均1か月の「食料」支出
（勤労者世帯）

（円）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

実

数

円

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 1 7 2 9 6 1 9 4 1 7 2 0 8 8 6 2 0 6 1 3 1 9 5 5 3

核

家

族

平 均 1 7 9 6 8 2 0 2 2 9 2 1 8 0 0 2 1 5 2 0 2 0 5 3 4

有 業 人 員 1 人 1 7 6 7 2 1 9 4 7 1 2 1 0 2 4 2 0 5 0 2 1 9 4 4 0

有 業 人 員 2 人
計 1 8 4 9 9 2 1 3 2 8 2 2 7 4 5 2 2 4 1 0 2 1 5 2 7

共 働 き 1 8 3 4 1 2 1 0 7 8 2 2 5 0 9 2 2 0 5 4 2 0 9 9 2

有 業 人 月 3 人 ～ 1 8 3 0 5 2 0 2 7 9 2 1 5 1 6 2 2 1 8 2 2 1 3 7 1

指

数

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0

核

家

族

平 均 1 0 3 ．9 1 0 4 ．2 1 0 4 ．4 1 0 4 ．4 1 0 5 ．0

有 業 人 月 1 人 1 0 2 ．2 1 0 0 ．3 1 0 0 ．7 9 9 ．5 9 9 ．4

有 業 人 員 2 人
計 1 0 7 ．0 1 0 9 ．8 1 0 8 ．9 1 0 8 ．7 1 1 0 ．1

共 働 き 1 0 6 ．0 1 0 8 ．6 1 0 7 ．8 1 0 7 ．0 1 0 7 ．4

有 業 人 員 3 人 ～ 1 0 5 ．8 1 0 4 ．4 1 0 3 ．0 1 0 7 ．6 1 0 9 ．3

資料二総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成



とはない。そして，この事態は，「共働き」世帯

においても当てはまることである。

言い方を換えれば，「核家族」における世帯員

1人当り「食料」支出は，「核家族」の平均で見

ても，「有業人員」が何人の世帯の場合で見ても，

あるいは「共働き」世帯においても，「核家族」

以外の世帯を含む全体平均とほとんど同程度の金

額なのである。

以上について，再度言い方を換えれば，「食料」

は，家庭生活の基礎物資であるので，世帯条件の

如何にかかわらずに，世帯員1人当りの「食料」

支出額には，大きな違いが見られないということ

であろう。

ここまでの観察でとりあえずの結論とするとこ

ろは，世帯員1人当りの「消費支出」においても，

「食料」支出においても，世帯類型が「核家族」

だからといって，特別に注視しなくてはならない

特徴があるとは認められないということが実証さ

れたといえるであろう。

第二節「核家族」世帯の「エンゲル係数」

「核家族」世帯における世帯員1人当り「食料」

支出の動向をみるのに，その絶対金額だけを精査

して検討するのではなく，「食料」支出金額を

「消費支出」金額との関係においてみておくため

には，「エンゲル係数」（「消費支出」に占める

「食料」支出の割合）を算出して，それにより検

「核家族」世帯の外食消費の構造分析

討しておくことが有効なことであろうと思われる。

そこで，「核家族」世帯のこの間の「エンゲル

係数」を求めて，表6とした。

全体平均の「エンゲル係数」それ自体は，経年

と共に漸減していく傾向をみせている。具体的な

数値を確認すれば，1980（昭和55）年では27．8％

であり，1985（昭和60）年では25．7％，1990（平

成2）年では24．1％，1995（平成7）年では

22．6％，そして，2000（平成12）年では22．0％で

ある。全体平均の「エンゲル係数」は，この20年

間で，27．8％から22．0％へと5．8ポイント減少し

ている。

次に，「核家族」世帯のこの間の「エンゲル係

数」について確認していくと，1980（昭和55）年

では27．7％であり，1985（昭和60）年では25．4％，

1990（平成2）年では23．9％，1995（平成7）年

では22．3％，そして，2000（平成12）年では

21．7％である。「核家族」世帯の「エンゲル係数」

は，この20年間で，27．7％から21．7％へと6．0ポ

イント減少している。

みられるように，この「核家族」世帯の「エン

ゲル係数」の値は，どの年についても，全体平均

の値と極めて近似であり，また20年間の推移につ

いても同様である。

また，このことは，「共働き」世帯についても，

まったく同様のことがいえるのである。

なお，「核家族」世帯で「有業人員3人以上」

表6「核家族」世帯の「エンゲル係数」（勤労者世帯）
（％）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 2 7 ．8 2 5 ．7 2 4 ．1 2 2 ．6 2 2 ．0

核

家
族

平 均 2 7 ．7 2 5 ．4 2 3 ．9 2 2 ．3 2 1 ．7

有 業 人 員 1 人 2 8 ．5 2 5 ．9 2 4 ．5 2 2 ．4 2 1 ．8

有 業 人 員 2 人
計 2 6 ．8 2 5 ．3 2 3 ．3 2 1 ．8 2 1 ．5

共 働 き 2 7 ．1 2 5 ．4 2 3 ．3 2 1 ．5 2 1 ．1

有 業 人 員 3 人 ～ 2 4 ．4 2 2 ．5 2 3 ．5 2 3 ．7 2 1 ．9

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成
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世帯の欄だけは，1990（平成2）年と1995（平成

7）年とで，「エンゲル係数」が対前回比の推移

で漸減していないが，この年を含めて，表中に示

したすべての年，すべての区分において，全体平

均からの禿離は，3ポイント台の範囲にあり，世

帯員1人当りの「食料」支出額が平準化している

ことと同様に，「エンゲル係数」もほとんど似た

ような値であることが確認されるのである。

第五章「核家族」世帯の「外食」支出

第一節「核家族」世帯の「外食」支出

いよいよここでは，「核家族」世帯の世帯員1

人当りの年平均1か月当りの「外食」支出額を全

体平均のそれと対照する。

これまでみてきたように，「核家族」世帯の世

帯員1人当り「消費支出」および「食料」支出に

ついては，確かに各年とも，「核家族」世帯平均

では，全体の世帯平均を上回っていたことは事実

であるが，その程度は，全体平均を100．0とした

時に，数ポイントを上回る程度にとどまる範囲で

あり，したがって，「核家族」世帯が一般的に，

世帯員1人当りの「消費支出」および「食料」支

出が多いのであるという認識は穏当なものではな

いとされるところであった。

これに対して，「核家族」世帯の世帯員1人当

り「外食」支出額については．「核家族」世帯の

平均だけをみると，データが整う1980（昭和55）

年から2000（平成12）年での20年間のどの年でも，

「核家族」世帯の方が，全体平均よりもある程度

上回っているということが認められる。

すなわち，表7によれば，全体平均での世帯貞

1人当り「外食」支出額を100．0とすると，各年

とも「核家族」平均では，1割近く上回っている

のである。具体的には，「核家族」平均の世帯員

1人当り「外食」支出額は，1980（昭和55）年で

22

107．9，1985（昭和60）年で108．6，1990（平成

2）年で107．8，1995（平成7）年で108．6，そし

て，2000（平成12）年で109．1である。

ただ，そうだからといって，「核家族」世帯で

あれば，一般的に世帯員1人当りの「外食」支出

額が多そうだという見当をつけるということまで

はできない。

表7では，「核家族」世帯の内訳として，世帯

の「有業人員」別の世帯員1人当り「外食」支出

額を求めている。そこで，これによると，「有業

人員1人」の世帯および「有業人員2人」の世帯

においては，どの年においても，世帯員1人当り

「外食」支出額は，全体平均のそれを上回ってい

るが，「有業人員3人以上」では，どの年におい

ても，全体平均を下回っているのである。

つまり，このデータによれば，「核家族」世帯

であっても，「有業人貞」数の違いで，世帯員1

人当り「外食」支出額が，違っているということ

が明示されているので，「核家族」世帯であれば，

世帯員1人当りの「外食」支出額が全体平均のそ

れよりも常に多いという言い方は，とうてい無理

だということになろう。

では，この「核家族」世帯での「有業人員」数

の違いによる世帯員1人当り「外食」支出額の相

違の存在は，どのように理解したらよいのであろ

うか。引き続いて，この点について，検討してみ

よう。

表7における「核家族」世帯の「有業人員数

別」の世帯員1人当たり「外食」支出額の相違と，

表1から表3の「核家族」世帯の世帯属性とを対

照してみる。

まず，表1「核家族」世帯の世帯属性の「世帯

人員」数と対照してみる。そうすると，「世帯人

員」数の多寡と，世帯員1人当たり「外食」支出額

の多寡とが，逆比例関係にあるという一定の傾向

を認めることができる。

すなわち，まず全体平均の世帯員1人当り「外
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表7　「核家族」世帯の世帯員1人当たり年平均1か月の「外食」支出
（勤労者世帯）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 12

実

数

円

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 2 2 8 4 2 9 3 8 3 4 9 0 3 6 4 2 3 6 9 7

核

家

族

平 均 2 4 6 5 3 1 9 1 3 7 6 1 3 9 5 4 4 0 3 4

有 業 人 員 1 人 2 3 2 6 2 9 7 3 3 5 5 3 3 7 1 5 3 7 2 0

有 業 人 員 2 人
計 2 8 5 7 3 6 4 4 4 2 4 0 4 4 3 3 4 5 1 6

共 働 き 3 0 4 5 3 8 8 9 4 4 3 5 4 6 5 5 4 7 8 3

有 業 人 員 3 人 ～ 2 0 4 1 2 6 7 3 2 9 2 2 3 2 7 7 3 6 3 0

指

数

（勤 労 者 世 帯 ） 全 体 平 均 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0

核

家

族

平 均 10 7 ．9 10 8 ．6 10 7 ．8 10 8 ．6 10 9 ．1

有 業 人 員 1 人 10 1 ．8 10 1 ．2 10 1 ．8 10 2 ．0 10 0 ，6

有 業 人 員 2 人
計 12 5 ．1 12 4 ．0 12 1 ．5 12 1 ．7 12 2 ．2

共 働 き 13 3 ．3 13 2 ．4 12 7 ．1 12 7 ．8 12 9 ．4

有 業 人 員 3 人 ～ 8 9 ．4 9 1 ．0 8 3 ．7 9 0 ．0 9 8 ．2

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成

食」支出額と「核家族」世帯のそれとを比較する

と，各年とも「核家族」世帯の方が全体平均のそ

れを上回る。これと対照して，「世帯人員」数を

みると，各年とも「核家族」世帯の「世帯人員」

数の方が全体平均の「世帯人員」数を下回るので

ある。

次に，「核家族」世帯における「有業人員別」

の世帯員1人当り「外食」支出額をみると，「有

業人員」が「1人」世帯および「2人」世帯で，

各年とも全体平均のそれを上回っているが，「有

業人員」が「3人以上世帯」では，各年とも全体

平均のそれを下回っている。これと対照して，

「核家族」世帯における「有業人員別」の「世帯

人員」数は，「有業人員」が「1人」世帯および

「2人」世帯で，各年とも全体平均のそれを下回

っているが，「有業人員」が「3人以上世帯」で

は，各年とも全体平均のそれを上回っているので

ある。

要するに，一般化していうと，世帯の「世帯人

員」数が多くなるほど，世帯員1人当たり「外食」

支出額は少なくなり，反対に，世帯の「世帯人

員」数が少なくなるほど，世帯員1人当たり「外

食」支出額は多くなるのである。

次に，表2「核家族」世帯の世帯属性の「有業

人貞」数と対照してみる。ここでは，世帯の「有

業人員」数の多寡と，世帯員1人当たり「外食」支

出額の相違との間には，一定の傾向を認めること

ができないのである。

確認すると，表2によれば，「核家族」世帯の

「有業人貞」数は，全体平均の世帯の「有業人員」

数よりも少ないのであるが，表7での世帯員1人

当り「外食」支出額では，「核家族」世帯の方が，

全体平均よりも多いのである。この範囲では，

「有業人員」数がより少ない世帯が，世帯員1人

当り「外食」支出額がより多いのである。

ところが，「核家族」世帯の「有業人員」数が

「1人」世帯と「2人」世帯とでは，当然「1人」

世帯の方が「有業人員」数が少なく，「2人」世

帯の方が「有業人員」数が多いのであるが，世帯

員1人当り「外食」支出額では，「2人」世帯の

方が多くなっている。すなわち，この範囲では，

「有業人員」数がより少ない世帯が，世帯員1人

当り「外食」支出額もより少ないのである。

続いて，表3「核家族」一世帯の世帯属性の「世
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帯主の年齢」と対照してみる。

これについても，あらかじめ指摘しておくと，

「世帯主の年齢」の高低と，世帯員1人当たり「外

食」支出額の相違との間には，一定の傾向を認め

ることができないということである。

まず，全体平均の世帯員1人当り「外食」支出

額と「核家族」世帯のそれとを比較すると，各年

とも「核家族」世帯の方が全体平均のそれを上回

る。これに対して，「世帯主の年齢」をみると，

「核家族」の「世帯主の年齢」方が全体平均の

「世帯主の年齢」を僅かではあるが常に下回るの

である。すなわちこの範囲では，「世帯主の年齢」

が低い方が，世帯員1人当り「外食」支出額が常

に多いという関係にある。

しかしながら，「核家族」世帯の「有業人員別」

に「世帯主の年齢」をみると，「有業人員1人」

の方が，「有業人員2人」よりも常に若いのであ

るが，他方で，世帯員1人当り「外食」支出額で

は，「有業人員1人」の方が，「有業人員2人」よ

りも常に低額である。すなわち，この範囲では，

「世帯主の年齢」が低い方が，世帯員1人当り

「外食」支出額も常に低いという関係となり，上

述のところと矛盾するのである。

以上において確認されるべきところは，「核家

族」世帯であるかどうかによって世帯員1人当り

の「外食」支出額が多くなるかどうかということ

は必ずしもいえないが，「世帯人員」数が少なく

なれば，「外食」消費支出が増加する要因として

確実に作用するということである。また，「核家

族」世帯における「有業人員数」ならびに「世帯

主の年齢」は，ともに世帯員1人当りの「外食」

支出に影響する要因とはならないものであるとい

うことも確認されるのである。

第二節「核家族」世帯の「外食比率」

続いて，この項では，「核家族」世帯における

「外食」消費の特性をまた別の指標により検討し
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ておくものである。

ここでは，「核家族」世帯の世帯区分ごとに，

「外食比率」と「外食消費比率」を算出した表を

用意した。

「外食比率」とは，同じ時期におけるその世帯

の「食料」支出金額を分母に取り，「外食」支出

金額を分子として求めた億で，その世帯の食生活

における外食への依存割合を示すものとなる。

「外食消費比率」とは，同様にして，「消費支出」

金額全体を分母に取り，「外食」支出金額を分子

として求めた値のことである。双方とも単位表示

は，パーセント（100分比）である。以下の表8

が「核家族」世帯の「外食比率」をみた表であり，

表9が「核家族」世帯の「外食消費比率」をみた

表である。

この2つの表は，ある意味で相似形であり，次

の2つの点について，共通に指摘できるところで

ある。

第一は，表8の「核家族」世帯の「外食比率」

についても，表9の「核家族」世帯の「外食消費

比率」についても，「核家族」世帯のそれらは，

全体平均における「外食比率」および「外食消費

比率」を常に上回っていることである。

しかしながら，「核家族」世帯を「有業人員」

別にみると，「有業人員」が「1人」および「2

人」での世帯の「外食比率」および「外食消費比

率」は，確かに全体平均を上回るのであるが，

「有業人員」が「3人以上」世帯では，全体平均

をはるかに下回るのである。

ということは，前項と同様に，表1「核家族」

世帯の「世帯人員数」と対照すると，「核家族」

世帯の「外食比率」は，各世帯区分の「世帯人

員」数の多寡との関係が認められるということが

できるのである。すなわち，すなわち，世帯の

「世帯人貞」数がより多いほど，「外食比率」およ

び「外食消費比率」は相対的に小さな値となり，

そして，世帯の「世帯人員」数が少ないほど，



「外食比率」および「外食消費比率」は相対的に

大きな値となっているのである。

ただし，このように認識した場合には，「夫婦

共働き」の世帯の扱いに組歯がみられるところと

なる。そこで，第二として，「夫婦共働き」世帯

の「外食比率」および「外食消費比率」の特質を

検討してみる。

まず，表8および表9にみられるように「共働

き」世帯だけの「外食比率」および「外食消費比

率」は，「共働き」世帯を含む「核家族」世帯の

「有美人員2人」世帯の「外食比率」および「外

食消費比率」よりも，常にその値が大きい。だが，

表1により「世帯人員」数は，「共働き」世帯と

「有業人員2人」世帯とでは，同数であるか僅差

（0．01人の違い）であり，僅差の場合には，「共働

き」世帯が「有業人員2人」世帯を上回る場合と

下回る場合の両方のパターンがある。

したがって，ここでは，仮に「世帯人員」数が

「核家族」世帯の外食消費の構造分析

同数である場合には，「核家族」世帯で「共働き」

世帯においては，「外食比率」および「外食消費

比率」をより大きな値とする引力が働いていると

みなすことができるのである。

以上，表8「核家族」世帯の「外食比率」，な

らびに表9「核家族」世帯の「外食消費比率」を

検討することで確認できたことは，「外食比率」

および「外食消費比率」とも，その値の大小は，

「世帯人員」数の多寡と相関するところがあり，

「世帯人員」数がより少ない世帯で，「外食比率」

および「外食消費比率」とも相対的により大きな

値をとるのであり，反対に「世帯人員」数がより

多い世帯で，「外食比率」および「外食消費比率」

とも相対的により小さな値をとるのである。しか

しながら，「共働き」世帯においては，「外食比

率」および「外食消費比率」を大きくするように

作用するところが二義的に存在するということで

ある。

表8　「核家族」世帯の「外食比率」

19 8 0 19 8 5 19 9 0 1 9 95 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 12

全 体 平 均 13 ．2 15 ，1 16 ．7 1 7 ．7 18 ．9

核

家

族

平 均 13 ．7 15 ，8 17 ．3 18 ．4 19 ．6

有 業 人 員 1 人 13 ．2 15 ．3 16 ．9 18 ．1 19 ．1

有 業 人 員 2 人
計 15 ．4 17 ．1 18 ．6 19 ．8 2 1 ．0

共 働 き 16 ．6 18 ．4 19 ．7 2 1 ．1 2 2 ．8

有 業 人 員 3 人 ～ 11 ．2 13 ．2 13 ．6 14 ．8 17 ．0

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成

表9　「核家族」世帯の「外食消費比率」
（％）

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

昭 5 5 昭 6 0 平 2 平 7 平 1 2

全 体 平 均 3 ．6 7 3 ．8 9 4 ．0 3 3 ，9 9 4 ．1 5

核

家
族

平 均 3 ．8 0 4 ．0 0 4 ． 1 2 4 ．0 9 4 ．2 6

有 業 人 員 1 人 3 ．7 5 3 ．9 6 4 ．1 4 4 ．0 6 4 ．1 8

有 業 人 員 2 人
計 4 ．1 4 4 ．3 3 4 ．3 4 4 ．3 0 4 ．5 0

共 働 き 4 ．5 0 4 ．6 9 4 ．5 9 4 ．3 5 4 ．8 0

有 業 人 員 3 人 ～ 2 ．7 2 2 ．9 7 3 ．1 9 3 ．5 0 3 ．7 2

資料：総務省「家計調査」（勤労者世帯，用途分類）より作成
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第六章「核家族」世帯の「外食」消費
の構造分析

以上の「核家族」を巡る考察の結果として得ら

れたところを，簡潔に集約しておく。

まず，第一に，「核家族」形態そのものは，そ

の存在だけで，殊更に「外食」消費を拡充する要

因として作用するものであるとする認識は採用し

がたいものであるということである。

この点は，従来から多くの論者によって，「核

家族化」の進展そのものが，「外食」消費拡大の

重要な要因として指摘されてきただけに，そうし

た指摘が不穏当なものであるという発見は，意味

のあるところであると思料される。

なお，この点は，「消費支出」全体についても

当てはまるところであり，また，「食料」支出に

ついても，同様のところである。「核家族」であ

るからといって，あるいは「核家族化」が進展す

るからといって，そのことだけで，世帯の1人当

り「消費支出」や「食料」支出や「外食」支出の

増額に寄与するものであるとはいえないのである。

第二に，世帯における「有業人員」数そのもの

の多寡についても，世帯員1人当り「消費支出」

や「食料」支出や「外食」支出を左右する要因と

しては作用していないということが，確認されて

いる。この点も．従前，世帯における働き手すな

わち就業による収入者の増員そのものは，消費支

出の拡大をそのままに意味するかのように考えら

れていたことを思うと，なかなかに，重要な発見

であると思われる。

勿論，より一般的には，世帯収入の多寡が，世

帯員1人当り「消費支出」の多寡ならびに「外

食」支出の多寡と相関関係があるのではないかと

いう仮説が定立しうるところまでを否定しようと

いうものではない。この仮説が定立しうれば，

「有業人員」数の増員が，世帯収入全体の増加に
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寄与するものだとして，「消費支出」の増大や

「外食」支出の増大に結びつくものであるという

ことはできるからである。そして，この論理に従

う場合には，「消費支出」の増大や「外食」支出

の増大の要因として確認すべき項目は，世帯収入

そのものの増加であり，それゆえ却って「有業人

員」数の変動には，直接的には無頓着なのだとい

うことかもしれない。だが，いずれにしても，こ

の仮説については，本稿では，検討の範囲外とす

るものである。

続いて，第三に，表1でみた「世帯人員数」の

多寡こそが，各世帯類型共通に世帯員1人当りの

年平均1か月当り「外食」支出額の多寡と逆比例

する要素として認められるということである。そ

して，「有業人員」数が多い世帯というのは，比

例して「世帯人員」数が多いという意味において，

世帯員1人当り「外食」支出が相対的に少ない世

帯であるということになるのである。

この点は，上で指摘した第二の論点と共鳴する

ところである。

そして，第四として，「夫婦共働き」世帯につ

いては，そのことだけで世帯員1人当り「消費支

出」や「食料」支出を増減させる要因として作用

しているということは認められないが，「外食」

支出については，程度は僅かであるが，世帯員1

人当り「外食」支出を大きくする要因として作用

していると認められるのである。

「家計調査」の「核家族」世帯の特別集計を分

析して得られたところは，概ね以上である。繰り

返すと，「核家族」世帯の世帯貞1人当たり「外

食」支出の多寡を追跡する限りでは，他の世帯と

比べてそのことだけで「外食」支出が多いという

ことは認められないのである。

我々の当初の問題関心に戻ると，「核家族化の

進展」が，外食消費を拡大に導いた直接の要因で

あるとする認識は，データの上では観察できなか

ったということが結論である。したがって，この



間に外食市場の拡大を果たしてきたという要因を

消費者側に尋ねるには，別の要因を立てて検証す

る作業が必要なのである。

（注1）わが国の外食産業研究は，政府からの行政ニーズ

による業界の実態把握という動機からスタートしてい

る。そこで，先鞭をつけたのは官庁エコノミストたち

（農林水産省官僚）による以下の著作である。

（1）外食産業問題研究会偏『外食産業の現状と展望』

（1981（昭和56）年，地球社）

（2）外食産業研究会編『外食産業の動向と今後の方

向』（1985（昭和60）年，地球社）

このなかで，（1）『外食産業の現状と展望』は，「外

食消費が増大した背景」として，次の5項巨を指摘し

ている。（23－36頁）

「①所得水準の向上」

「②共働き世帯の増加等に伴う婦人の就業機会の増

大」

「③核家族化の進展や単身生活者の増加」

「（彰余暇時間の増加によるレジャー志向に伴う旅行，

外出等の増加」

「（9各種飲食施設の整備充実とファストフード，フ

ァミリーレストラン等の進展」

ここでは，「③」について，「核家族世帯は少人数の

ため，家族団らんなどのための外食機会が多」いとい

う指摘があり（32頁），「国勢調査」により「核家族世

帯」の割合が増加しているという確認があるが，「核

家族世帯」では，他の世帯と比較して外食消費が高い

という論拠は一切ない。ただし．「単身者世帯」につ

いては，1974（昭和49）年実施の総理府「全国消費実

態調査」の結果を紹介して，「2人以上の普通世帯」

の「外食比率」（「食料費」に占める「外食費」の割

合）に比べて，「単身者世帯」の「外食比率」がずば

抜けて高いことを確認している。

また，文献（2）外食産業研究会編『外食産業の動向と

今後の方向』では，外食消費拡大の要因の考察として．

以下を挙げている。

「ア．所得の動向」

「ィ，婦人の社会進出」

「ウ，週休2日制の普及等による余暇時間の増加」

「工，核家族化」

ここでは，各項目とも具体的な因果関係の分析に立

ち入るようなところは見られない。

しかしながら．一方では官庁以外での研究者の養成

が未成熟であったこと，他方では，外食産業振興予算

措置の裏打ちが伴ったという事情もあり，これらの著

作のいわば情報発信力は大きく，ジャーナリズムなど

様々な活字メディアに「核家族化」要因が，いわば枕

詞として多用されるところとなった。

「核家族」世帯の外食消費の構造分析

（注2）「家計調査」は，その間に数次の改訂があったが，

1953（昭和38年）より，今日まで継続的に調査されて

いる。消費分析などにも広く活用されるが，わが国の

あらゆる経済統計の基礎を成す統計である。

（注3）外食産業市場規模は，（財）外食産業総合調査研

究センターにより毎年推計値が公表されている。附表

1の通りである。これによると外食産業市場規模は，

1997（平成9）年までは，殆んど成長を続けている。

ただし，同年をピークとして，以降は減少する。した

がって，本稿が対象とする年の内．1980（昭和55）年，

1985（昭和60）年，1990（平成2）年，および1995

（平成9）年は．市場成長期であり，2000（平成12）

年が停滞期ということになる（附表1参照）。

（注4）「品目分類」は，家計により支出された（購買さ

れた）当該品目が，誰の用途であるかを問わずに集計

するもので，たとえば他の世帯への「贈答」用に供さ

れた購入品目も算入されている。これに対して．「用

途分類」は．当該家族に供される品目を集計している。

（注5）本稿が対象期間とする1980（昭和55）年から2000

（平成12）年では，調査世帯は「全世帯」で約8千世

帯，「勤労者世帯」で約5千世帯である。

（注6）「核家族」とは，米国の人類学者マードック（G．

P．Murdock）が『社会構造一核家族の社会人類学』

1949年（邦汎1978（昭和53）年，新泉社）で提起し

た概念で，これ以上分割することのできない最小単位

の家族という意味である。一般には．夫婦とその未婚

の子女からなる家族および夫婦のみの家族とされてい

る。「家計調査」における「核家族」の概念規定も，

これに倣ったもので，同様の規定である。

（注7）原資料からのデータの抜き出しと加工に際して，

特に注意すべき点は，調査対象世帯の「平均世帯人

員」数である。調査対象世帯の「平均世帯人員」は．

集計区分ごとにすべて異なる。したがって，本稿本文

での表作成に当たっては，世帯支出金額を，すべて当

該集計区分の「平均世帯人員」で割り，「世帯員1人

当たり」支出金額を算出してその金額を記載している。

原資料では，「平均世帯人員」は小数点2ケタまで記

載されている。また．世帯支出金額の単位は「円」で

ある。そこで．世帯支出金額を「世帯員1人当たり」

支出金額に換算する上では，世帯支出金額を「平均世

帯人員」で割った数値の小数点1位数値を四捨五入し

て「円」としている。

（注8）「家計調査」の「世帯票」には，世帯員1人1人

について「就業」状態にあるか「非就業」状態である

かを記入する項目がある。さらに，その「就業」は．

「本業」であるか「副業」（「副業」．「事業」，「内職」）

であるかをチェックする。そして，その「就業」状態

にある世帯員数を，「有業人員」数とするのである。

（注9）本文で「共働き」としたところは，「家計調査」

では，「有業人員2人」の内訳項の「夫婦」という表

記の欄である。
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附表1外食産業市場規模の推移

年 外 食 産業 市 場 規模 （億 円 ） 対 前 年 増 加 率 （％ ）

1 9 75 （昭 和 50 ） 年 8 6 ．2 5 7

1 9 76 （昭 和 5 1） 年 1 0 1 ，33 2 1 7 ．5

1 9 77 （昭 和 52 ） 年 1 1 0 ，92 5 9 ．5

1 9 78 （昭 和 53 ）年 1 2 1 ，93 2 9 ．9

1 9 79 （昭 和 54 ） 年 1 3 5 ，14 3 1 0 ．8

1 3 6 ，9 9 5

1 98 0 （昭 和 55 ）年 1 4 7 ，17 1 7 ．4

1 98 1 （昭 和 56 ）年 1 5 7 ，75 4 7 ．2

1 98 2 （昭 和 57 ）年 1 7 3 ，18 3 9 ．8

1 98 3 （昭 和 58 ）年 1 7 8 ，13 2 2 ．9

1 98 4 （昭和 59） 年 1 8 5 ，9 7 5 4 ，4

1 98 5 （昭和 60） 年 1 9 4 ，0 7 3 4 ．4

1 98 6 （昭和 6 1） 年 2 04 ，72 6 5 ，5

19 8 7 （昭和 62） 年 2 1 3 ，4 8 2 4 ．3

19 8 8 （昭和 6 3） 年 2 2 5 ，3 7 1 5 ．6

19 8 9 （平 成 元） 年 2 34 ，7 14 4 ．1

19 9 0 （平 成 2 ） 年 2 56 ，7 6 0 9 ．4

19 9 1 （平 成 3 ） 年 2 72 ，3 0 8 6 ．1

19 9 2 （平 成 4 ） 年 2 77 ，3 4 1 1 ．8

19 9 3 （平 成 5 ） 年 2 77 ，6 5 0 0 ．1

19 9 4 （平 成 6 ） 年 2 77 ，0 4 2 － 0 ．2

19 9 5 （平 成 7 ） 年 2 78 ，6 6 6 0 ．6

19 9 6 （平成 8 ） 年 2 86 ．5 0 2 2 ．8

19 9 7 （平 成 9 ） 年 2 90 ，7 0 2 1．5

19 9 8 （平 成 10） 年 2 84 ，9 6 1 － 2 ．0

19 9 9 （平 成 11） 年 2 73 ，8 8 0 － 3 ．9

2 0 0 0 （平成 12） 年 26 9 ，9 2 6 － 1．4

2 0 0 1 （平成 13） 年 25 8 ，5 4 5 － 4 ．2

2 0 0 2 （平成 14） 年 2 54 ，4 8 4 － 1．6

2 0 0 3 （平成 15） 年 24 5 ．6 8 4 － 3 ．5

2 0 0 4 （平成 17） 年 24 4 ，8 2 5 一一一や．3

2 0 0 5 （平成 18） 年 24 3 ，9 0 3 一一一や．4

2 0 0 6 （平成 19） 年 24 6 ，4 0 3 1 ．0

2 0 0 7 （平 成 2 0） 年 24 7 ，0 0 9 0 ．2

資料：（財）外食産業総合調査研究センター
注1：1979（昭和54）年で，一部対象範囲に組み替えがある。

注2：2006（平成19）年債，2007（平成20）年値は，将来確報値に置き
換わる可能性がある。

（受付2009年11月10日　受理2009年12月8日）
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